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研究成果の概要（和文）：気候変動、森林消失や大気汚染問題等の地球規模の環境リスクとなっている問題（プ
ラネタリー・バウンダリーズに関係する問題）について、そのインパクトや対策コストについての経済評価手法
の検討を行った。いくつかのケースに焦点を置き、リスク分析の手法や不確実性下の意思決定分析の手法を応用
する形で、経済モデルの構築、シミュレーション分析、及び評価計算を行い、方法論上の知見を得た。

研究成果の概要（英文）：This project examined economic evaluation methods regarding the impacts and 
mitigation costs of planetary environmental risks (problems related to the "planetary boundaries"), 
such as climate change, forest loss, and air pollution problems. Focusing on several cases, it 
developed economic models, conducted simulation analysis, and performed valuation by applying the 
methods of risk analysis and decision making analysis under uncertainty, and obtained methodological
 insights.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
気候変動、森林消失や大気汚染問題等の地球規模の環境リスクとなっている問題（プラネタリー・バウンダリー
ズに関係する問題）について、そのインパクトや対策コストについての経済評価の方法の検討を行ったものであ
る。これらの問題にはいずれもリスク・不確実性が関係しており、一般的な（決定論的な）経済評価手法とは異
なる方法で評価を行う必要がある。得られた知見は地球環境問題に対処するための政策の評価に応用できるもの
である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
近年の持続可能性に関する国際的議論で広く援用され始めた概念として、「プラネタリー・バウ
ンダリーズ（planetary boundaries）」がある。これは、地球環境の様々な要素、具体的には気
候変動やエアロゾル大気汚染等の要素の個々に関して、人間活動による負荷を許容できる臨界
点があり、かつその臨界点が確実にはわからないという地球生態系の特徴を概念化したもので
ある。このプラネタリー・バウンダリーズの考え方に基づけば、人間活動の「持続可能」な状態
とは、活動が「安全な活動スペース（safe operating space）」の中にとどまっている状態である
と定義できる。プラネタリー・バウンダリーズ概念において重要となるのが、人間の環境負荷に
対する生態系の応答に関して不確実性があるという特徴である。臨界点の位置に関して不確実
性がある場合そうでない場合よりずっと安全をみる必要があるからである。このような生態系
の応答に関する不確実性を資本アプローチ（具体的には、財・サービスを提供する環境要素のス
トックを資本とみなしつつそのような広義の資本の増減を評価することによって持続可能性を
評価するアプローチ）の持続可能性の評価に取り込むことは、リスク分析の手法を応用すること
によって可能である。しかし、研究開始当初以前には資本アプローチによる持続可能性指標の研
究はそのほぼ全てが決定論的な定式化によるものであり、リスクや不確実性（確率的過程）を取
り込んだ研究についてはほとんど存在しなかった。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究では、経済・環境の持続可能性の解釈に関して新しい見方を提供することを目的として、
リスク・不確実性の要素を盛り込んだ自然資本の価値の定量化を 経済学的な観点から研究する
ことを目指すものである。具体的には、財・サービスを提供する環境要素のストックを資本とみ
なしつつそのような広義の資本の増減を評価することによって持続可能性を評価するアプロー
チ(資本アプローチ)と、プラネタリー・バウンダリーズに関して、後者の要素を前者に取り込ん
だ経済的価値評価の手法について検討することとしている。 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究は特にリスク・不確実性の扱いに焦点を置きつつ、プラネタリー・バウンダリーズ概念と
資本アプローチに基づく持続可能指標の統合を検討することを目的とし、リスク分析を応用し
た概念的な経済数学モデルの構築及び数値計算を実施するものである。この基本的な趣旨に沿
いつつも、本研究においてはその遂行に関する様々な状況の変化（具体的には、当該分野での研
究の一般的な進展、研究代表者の予期しない転任とそれに伴う研究機会の変遷、コロナ禍による
海外渡航制約など）を踏まえ、当初想定していた一般的なモデルの構築よりは、研究代表者が研
究期間中に新たに得た共同研究等の研究機会を最大限活用する形で、よりケーススタディーに
焦点をおく分析を行うこととした。具体的には、プラネタリー・バウンダリーズの要素（気候変
動、海洋酸性化、エアロゾル問題など）に関連するいくつかの事例の分析を通じつつ理論・方法
論上の洞察を得ること等を目的として以下４．に記される分析を実施した。 
 
 
４．研究成果 
 
(1)世界各地で進行する森林消失はプラネタリー・バウンダリーズが関係する複数の環境問題に
関連している。資本アプローチを用いた自然資本の価値定量の事例として、エチオピアの森林の
自然資本としての貨幣換算価値の国単位での定量化を行い、論文にまとめた（Narita et al., 
2018, Forest Policy and Economics：研究成果リスト参照）。論文では、自然資本を通常の金融
投資と同様に「配当」相当分と「キャピタルゲイン」相当分に分解し価値定量化する Fenichel 
et al. (2016)の枠組みを応用している。エチオピアはかつては森林が豊富に存在する国であっ
たが、人口増加により薪や木炭の需要が大幅に増えたことなどにより現在では森林面積が縮小
している。他方で、森林はエチオピアの主要輸出産品であるコーヒーの栽培環境に適しており、
また二酸化炭素の吸収源としての意義もある。エチオピアの森林が持つこれら市場・非市場の
財・サービスにつき、学術的に妥当な方法論によって定量化が可能なものについて国レベルでの
価値の推計を行った。このような推計については、エチオピアにおける森林の構成や面積増減に
ついてのデータが必要になるが、現地の林学の専門家と共同研究を行う形で最善のデータを得
るように努めている。 
 



(2)気候変動問題はプラネタリー・バウンダリーズの一要素である。本研究の一環として、不確
実な気候変動を前提とした気候変動適応対策の経済価値評価をケニアの灌漑プロジェクトを事
例に実施した。分析においては、不確実性下における経済的意思決定を評価するための手法であ
る RDM(Robust Decision Making)法を応用している (Lempert and Collins, 2007)。 具体的に
は、現在円借款事業として実施中のケニアの灌漑開発プロジェクト(ムエア灌漑開発プロジェク
ト)が現地における将来の気候変動の影響をどの程度軽減するかについての定量分析を行なった。
将来の気候や現地社会経済条件については不確実性が大きいため、多数の(数万規模の)シナリ
オを考慮してシミュレーションを行なっている。灌漑事業は気候変動抜きにしても便益がある
ものであるが、栽培作物(米)の収量や農業所得に関して、当該プロジェクトが純粋な気候変動適
応効果(気候変動のあるなしで比較した場合の効果の差分の減少)ももたらす可能性があること
を定量的に明らかにした。成果は査読ジャーナル論文(Narita et al., 2020, PLOS ONE：研究成
果リスト参照)として出版された。 なお、同論文では多様なシナリオのもと灌漑事業が気候変動
適応効果を持つということを示しているまでであり、実際に事業実施が望ましいかどうかにつ
いて指標等を用いた明確な評定を行っているわけではない。これを踏まえ、上記の分析に追加し
て‘、現地農家の一定の所得水準の確保とケニア国の米自給率の向上という二つの評価基準を現
地インタビューの結果を踏まえ設定し、システマティックな評価（Patient Rule Induction 
Method 法による）を行うことによって事業評価のデモンストレーションを行なった。結果は査
読ジャーナル論文(Narita et al., 2022, Climate Risk Management：研究成果リスト参照)と
して出版された。 
 
(3)プラネタリー・バウンダリーズの一要素である、海洋酸性化に関してのリスク要因を考慮し
た経済評価の基本的な考え方について、ドイツ・アルフレッド・ウェゲナー極地海洋研究所及び
キール大学の研究者(Prof. H.-O. Poertner と Prof. K. Rehdanz)と共に論文としてまとめた
(Narita et al.,2020, Climatic Change：研究成果リスト参照）。論文の主要論点は、商業的に
重要な水産物も含む海洋生物は今後温暖化と海洋酸性化の複合的な影響を顕著に受けることが
考えられるが、その影響の程度を現時点で予測することは困難であり、最悪を避けるため予防的
に対策を図るということであれば人為的二酸化炭素排出を現在の政策レベル以上に削減する必
要が生じる、というものである。なお、これらの問題の具体的な定量経済評価を行うためには現
状では自然科学知見も含め知見が十分ではなく、論文では基本的な考え方を示すまでとしてい
る。 
 
(4)プラネタリー・バウンダリーズ概念により考慮されている問題としてエアロゾル排出と気候
変動があるが、シベリアの森林火災はこれらの要因として全球的にも重要なものとして考えら
れている。本研究の一環として、シベリア森林火災に関する社会経済的要因や現地での管理シス
テムに関して、ロシア北東連邦大学等の研究者（Prof. T. Gavrilyeva と Dr. A. Isaev）と共同
で調査を行い論文にまとめた(Narita et al., 2021. Polar Science：研究成果リスト参照)。ま
た、シベリアの森林火災起源のエアロゾルをケースとしてその気候変動効果の経済評価を北海
道大学らの研究者と共同で実施した（学会発表を実施：研究成果リスト参照）。 
 
(5)同じくプラネタリー・バウンダリーズの一要素であるエアロゾル問題について、タイを事例
として科学的・政策的知見をまとめた論文を執筆した（Narita et al., 2019, Atmosphere：研
究成果リスト参照）。世界各国においてエアロゾル排出については低減のための様々な政策が導
入されている（例えば、自動車の車種規制など）。他方、大気中エアロゾルの増加は健康被害や
気候変動を通じた影響などにより人間の生活や経済活動に影響する。エアロゾル排出削減に関
するこのような費用・便益の関係性については精度の高い定量化は学術的にもまだ途上であり、
本事業の研究代表者も今後も研究を継続していく予定である。 
 
(6)気候変動に関して、現在その緩和対策として全世界的に再生可能エネルギー利用の促進が図
られているが、再生可能エネルギーは価格や出力の安定性に乏しい(高いリスク・不確実性にさ
らされている)という特性がある。そのようなリスク・不確実性の条件下で再生可能エネルギー
利用の促進政策としてどのようなものが望ましいのか、経済モデルを用いた分析をドイツ・キー
ル大学の研究者（Prof. T. Requate）と共同で行い、ジャーナル論文として出版した（Narita 
and Requate,2021, Energy Economics：研究成果リスト参照）。政策の望ましさは電力需要など
の諸条件に依存するが、一般的には出力リスクの観点からするとフィードインプレミアム制度
が固定価格買取制度よりも優れていることを論文では示している。 
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